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原告団 NEWS
号外－静かな夜と空を返せ－ 事前集会（緑町北公園）

入廷 ( 地裁 405 号法廷 )
開廷
裁判所前で報告集会

10：15
10：45
11：00
終了後

※集会～地裁敷地に入るまでは，
幟を掲げ，原告団の方は，ゼッ
ケンをつけますが，裁判所門前
で，これを外します。ご協力く
ださい。

―本日の予定―
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事前集会会場
【10時 15 分～】

405 号法廷【11 時～】
　この原稿は，本日の法廷で弁護団の先生が読み上
げる予定のものです。
　中川先生にお書きいただきました。

１　はじめに
　米太平洋空軍（PACAF）のオフィシャルウェブサ
イトによると，平成 27 年 11 月 1 日から韓国の烏山

（オサン）空軍基地を拠点に夜間の戦闘機・攻撃機の
訓練が始まり，併せて沖縄の嘉手納基地から烏山へ
輸送訓練が行われ，韓国空軍の戦闘機も参加，米海
兵隊岩国基地の電子戦・対レーダー攻撃機（EA-6B）
も参加しているとのことです。

２　横田基地の飛行機騒音にかかる日米合意の存在
　この米韓合同演習の間の横田基地での夜間活動は，
横田基地の運用に関する平成５年１１月の日米合意
に反するものです。
　横田基地の飛行機騒音については，昭和３９年 4
月の日米合同委員会において様々の騒音規制に関す
る合意がなされていますが，夜間騒音規制について
は，平成５年１１月に改訂され，午後１０時から翌
朝６時までの間における飛行及び地上での活動は，

「米軍の運用上の必要性に鑑み緊要と認められるもの
に制限される。」とされています
　米韓合同演習は，事前の計画に従って行われる活
動であり，緊要（差し迫った）と認められるものと
はいえません。計画段階で横田基地での夜間の離着
陸を回避すべきであったにもかかわらず，夜間の離
着陸を行ったものです。平成５年 11 月の日米合意違

第９次横田基地公害訴訟
第 16 回法廷の内容は…

反として違法性が高く，これによって通常の賠償金
をもっては償い得ない被害を生じさせています。

３　被害の実態について
　米韓合同演習が行われた平成２７年１１月１日か
ら 4 日までの間，瑞穂町箱根ヶ崎民家，立川市中里，
昭島市拝島第二小学校の３か所で測定された午後 9
時以降翌朝 8 時の時間帯にかけての騒音は準備書面
１６に別紙で添付したとおり，瑞穂町箱根ヶ崎民家
で 104.9㏈がこの間の最大レベルとして観測され，
９０㏈以上を数えると２４回に，７０㏈以上を数え
ると１１７回となっています。
　飛行経路の下の家々は，安息の時間にこのような
**********************************************(裏に続く）
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爆音に晒されていたのです。何人の眠りを妨げた
ことでしょう。

４　横田基地騒音の規制に関する法規制
　国は，日米安全保障条約にもとづく米軍の駐留で
あることから基地の運用にかかる米軍の活動につ
いて，米軍がわが国の国内法の埒外にあるかのご
とき対応をしてきています。しかし，米軍の活動
については，日米地位協定による協定，日米合同
委員会の合意事項という規制手段があります。そ
れにもかかわらず，国は，日米で合意された事柄
についてまで，合意の遵守を確保し，基地被害の
軽減をはかる義務を怠っています。
　横田基地の騒音規制については昭和３９年４月
の日米合意があり，消音装置の設置，効果的消音
装置が設置されるまでの間は，ジェットエンジン
の試運転場及び調整場の夜間，土日等の作業の制
限，ジェットエンジンの出力制限，夜間訓練飛行
の制限，アフターバーナー使用の制限，飛行高度・
速度など飛行方法の規制，人口密度の高い場所を
避けた飛行経路の設定などなど，飛行機により生
ずる騒音被害を軽減するための方策が様々に定め
られています。

５　国の基地被害軽減にかかる義務について
　この日米合意からすでに５２年がたっています。
今日まで，国は，昭和３９年合意に従った騒音軽減
策の実現に向けてどのような対応をしているので
しょう。効果的消音装置の設置の義務はいったい
どうなったのでしょうか？　人口密集地域の上空
を出来る限り避ける飛行経路の最善のパターンを
確保するための検討はどうなったのでしょうか？
　現状，飛行経路は明らかに米軍関係者住宅の上
空を避け，基地外の住宅地上空で行われています。
　国は，住民の被害を軽減すべく米軍といかなる
交渉をしたか，その結果どのような成果が得られ
たか，得られなかったのか，この法廷でも明らか
にして原告らに説明する義務があるというべきで
す。

６　国の上記不作為により，原告ら住民の被害が
減らず，苦痛は増大していることについて
　別途主張します。
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇
▶次回・第 17回の法廷は，9月 1日（木）
　午前 11時～です。

****************************************（表から続く）

◇CV-22 オスプレイの横田基地配備反対署名
　昨年 5 月の米国からの「接受国通報」によると，
来年末（10 月～ 11 月頃？）に第１陣の３機が
配備される予定です。これによって，危険と騒
音がさらに増大することは必至です。
　署名はさらに続けます。頑張りましょう。

【日米合同委員会】
　日米安全保障条約第 6 条に基づく地位協定 
( 施設及び区域並びに日本国における合衆国軍
隊の地位に関する協定 ) の第 25 条に規定され
た同協定の実施に関する日本，アメリカ両国
政府の協議機関。旧安保条約 (1951) に伴う日
米行政協定などで設けられていたもので，新
条約（1960）に引き継がれた。
　出席者は，米国側は在日米軍司令部副司令
官や在日米大使館公使など，日本側は外務省
北米局長を代表として法務省大臣官房長，防
衛省地方協力局長といった面子で，月に１回
以上開催されているが，協議内容はすべて公
表されているわけではない。
　横田基地の使用に関する日米合同委員会の
合意は，昭和 39（1964）年と平成 5（1993）
年の２回のみである。なお，基地の使用に関
しての日米合意は，基地毎にされている。
　ところで，現在，沖縄の普天間基地に配備
されるている MV-22 オスプレイの運用につ
いて，日米合同委員会で合意がなされている。
　去る６月 24 日，オスプレイ配備反対連絡会
の北関東防衛局への申し入れにおいて，横田
基地でのオスプレイの運用に関しては，「原則
として，それに準ずる」との回答をしていた
が…。

2016/06/24 北関東防衛局への申し入れの様子


